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東アジアにおける地域統合の動きを、みなさんと同じ

ように非常に注意深くフォローしています。もちろん、

私は外交官ですので、東アジアにおける国々の互いの

関係を、専門的な立場からも興味を持ってみています。

私は外交官ですので、東アジアにおける国々の互いの

関係を、専門的な立場からも興味を持ってみています。 
 
今回、スピーカーとしてお招きいただいたのは、東ア

ジア最大の経済国の首都において、私が東アジアの小

国を代表しているからではないと思います。今日は、

政府の立場をここで繰り返すつもりはありません。む

しろ、この地域が直面しているさまざまな問題に関し

て、地域統合を念頭において私見を述べたいと思いま

す。 
 
まず重要なポイントを４点申しあげたいと思います 
第一に、地域の経済統合は加速化しなくてはいけない。 
第二に東アジア共同体を創設するには、経済的な統合

だけでは十分ではない。地政学的な利害が域内におい

て収れんしなくてはいけない。 
 
第三に東アジア共同体のメンバーにはだれもがなれる

というわけではないが、パートナーは必要だし、歓迎

するべきです。第四にいま、そのための制度づくりを

しなくてはいけない、ということです。 
 
東アジアの地域統合を議論する人は、まず過去数十年

における地域経済の目を奪うような大きな変貌を指摘

するわけです。また、非常に深い相互依存度、幅広い

統合がみられているということにもふれます。 
 
世界貿易に対しての東アジア域内貿易の比率は、例え

ば２００２年には約５２％でした。この数字はＥＵの

６２％よりは低いのですが、ＮＡＦＴＡの４６％を上

回っています。 
 
ＡＳＥＡＮ＋３の域内貿易も、２００３年には５５％

に上昇しました。中国経済が急成長を続け、域内の他

の国でも経済的回復がみられる中で、今後ともこのト

レンドは持続するでしょう。 
 
域内貿易の上昇トレンドがさらに加速する見通しとい

うものは、十分あると思います。現在、中国は日本に

とって最大の貿易相手国です。中国を単なる輸出基地

として利用するのではなく、中国における内需を確か

なものにするために日本が対中投資戦略を練り直し、

同時に世界各国が対中ＦＤＩ（海外直接投資）のシェ

アを年率１％増やせば、日本の対中輸出が年間２５％

実質で伸びることになるでしょう。５年間にわたって、

日本の経済成長を年率平均で０・８％押し上げること

になると思います。 
 
２０年前を振り返りますと、東アジアの飛躍的な経済

成長は日本が牽引しました。日本が中国及び東南アジ

アに投資を始め、これらの国々との広範な貿易を通し

て雁行型発展モデルを築きあげたわけです。 
 
今日、中国はＦＤＩを引きつける磁石のような役割を

果たしています。他方、多くのＡＳＥＡＮ諸国も、製

造能力を大幅に拡大し、それぞれが投資国として重要

な存在になっています。 
 
終着点は東アジアＦＴＡ 
ＡＳＥＡＮ＋３において、地域全体の自由貿易地域圏

は存在しません。しかしながら、東アジア域内貿易の

数字をみてみますと、貿易圏が形成されつつあること

が分かります。 
 
東アジアの国々は、いまやＦＴＡ（自由貿易協定）、Ｅ

ＰＡ（経済連携協定）、ＣＥＰ（経済協力緊密化協定）

の効用というものを認め、受けいれるようになってい

ます。これらの協定は、地域の根底にある相互依存関

係の現実を表しており、それぞれの国の経済統合を深

めるためのツールとなっています。 
 
５年ほど前までは、東アジアの国々はＦＴＡを後ろ向

きの政策だとみなしていました。といいますのは、当

時は、多くの国々が享受している急速な成長を可能に

してくれた多国間の貿易制度に、ＦＴＡはマイナスの

影響を与えるものだという懸念があったからです。必

ずしもそのような懸念に根拠がなかったわけではあり

ませんが。 
 
現在、この地域は世界の他の地域に追いつこうとして

います。域内においてはいろいろなアレンジメントが

形成されつつあるか、ＡＳＥＡＮ＋３の間ではすでに

そういったものが存在しています。 
 
しかし、このＦＴＡ、ＥＰＡ、ＣＥＰの今後の行方は

どうなるのでしょうか。唯一の論理的な終着点は東ア

ジアＦＴＡである、と私はみています。金大中前韓国

大統領の提案によりまして、地域の知識人が非公式の



 3 

委員会を設け、東アジア自由貿易圏に関してどういう

パラメータが必要かということを検討してきました。 
 
そこの作業では、ＡＰＥＣのボゴール宣言のもとでの

目標よりも、さらに早期に東アジアにおける貿易自由

化が完了すると予測されています。汎東アジアＦＴＡ

に関する作業が進められる中で、同時並行的に投資に

関する取り組みを行うことも可能です。 
 
２００１年に東アジア・ビジョングループがＡＳＥＡ

Ｎ＋３の首脳に提案したように、ＡＩＡ、すなわちＡ

ＳＥＡＮ投資地域の枠組みを拡大すれば、東アジア地

域を全部包含する東アジア投資地域をつくることがで

きるかもしれません。 
 
こういった取り組みが収れんし、東アジアＥＰＡ、東

アジアＣＥＰ、どのような名称で呼んでもいいわけで

すけれども、２国間ベースやサブリージョナルな貿易

投資協力、またその他の経済分野におけるアレンジメ

ントというものがお互いに一体化していくことになる

のだろうと思います。 
 
通貨統合への土台づくり 
経済分野での作業がさらに進んでいく中で、特に注視

しなくてはいけないのが金融です。東アジア・ビジョ

ングループは、いかなる地域社会においても金融の果

たす役割を重視しています。金融統合のためには、２

段階のアプローチが必要だとしています。東アジア通

貨基金構想は一例です。そうした自助努力的なアレン

ジメントを確立し、さらにそれに加えて域内の各国間

において、適切な為替レートメカニズムの調整をすべ

きとの考えです。この点は重要ですので、この提言に

関して詳しくお話し申しあげたいと思います。 
 
まず第一に１９９７年の金融危機に対応して、東アジ

アはいままでの市場中心から政策を基本にした統合へ

とシフトしてきています。ＡＳＥＡＮ＋３のプロセス

ができたのも通貨危機に対処するための方策をつくる

というのがひとつでした。二番目には、将来、似たよ

うな危機が起きた時それを回避することが目的でした。 
 
すでに２０００年の５月には、ＡＳＥＡＮ通貨スワッ

プアレンジメントが拡大し、すべてのＡＳＥＡＮ＋３

が対象となりました。これはチェンマイ・イニシアチ

ブ（ＣＭＩ）を通して行われました。 
 

ＣＭＩのもとでの対象となる流動性の規模は、世界の

金融市場が動員できる金額に比べればわずかかもしれ

ませんけれども、シンボリックな効果があるとされて

います。 
 
このシンボリズムが持つ意味は、十分認識されなくて

はならないと思います。というのも、金融危機により

東南アジア及び北東アジアの国々は、自分たちが歴史

を共有していることを思いおこさせられたわけです。 
 
あの時、ＡＳＥＡＮと韓国は独自に処理することがで

きなかった。ＡＰＥＣも組織的にあまりにもメンバー

が多くて多様で、この危機に対応できなかった。また、

ＩＭＦのような国際機関に対する憤りの念というもの

も強かったわけです。結局、日本と中国が救済のため

に駆けつけてくれました。 
 
ＣＭＩは、ただ単に通貨・金融問題に自律的に地域で

対応しようという意味での重要性ばかりでなく、自由

貿易圏をつくろうという、東アジアの取り組みにおい

ても重要な意味合いを持っています。 
 
欧州の経験からも分かりますように、貿易面での協力

が、通貨・金融面での協力よりもはるかに先行すると

いうことです。しかしながら通貨統合が、貿易に対し

て乗数効果を生むことも分かってきています。専門家

は、通貨を共有している国家間では貿易はグラビティ

モデル（貿易量を、当事国間の距離と、互いのＧＤＰ

をもとに説明する分析手法）で予測されるよりも、３

倍の効果が平均的にあがると指摘しています。 
  
さらに東アジアではＣＭＩが、公的準備金の一部をプ

ールするための中心的な機関設立に向けての、必要な

第一歩だというふうに考えられています。 
  
ＣＭＩ以外にも、東アジアにおいて、日本は証券市場

を育成するための礎をつくることに熱心でした。まだ

十分に活用されていない、域内における巨額の貯蓄を

効果的に利用することが、これによって可能だと考え

たわけです。これまでは借り手が国際資本市場に行っ

てしまう傾向があったからです。 
  
アジア債券市場の形態や組織構造に関しては、まだコ

ンセンサスは得られていません。ただ、提案内容をみ

ますと、この地域の債券市場において、借り手は、国

であれ、民間企業であれ、現地通貨、もしくはバスケ
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ット通貨建ての債券を発行することによって、長期資

金を手当てすることが奨励されています。さらに、こ

ういったバスケット通貨に為替レートの変動を安定化

するためのアレンジメントなどが組み合わさって、東

アジア通貨の土台が提供されてくるのだと思います。 
 
これはいずれ東アジア通貨基金につながるかもしれま

せん。東アジアＣＥＰ、東アジア通貨統合などが合体

することによって、東アジア経済共同体へとつながる

可能性があると思います。 
 
地域安保とのシンクロナイズ 
経済が緊密化しますと、ビジネス上の利害を持ってい

る当事者にとって、紛争は大きなコストになります。 
  
これまで東アジアにおいて、経済関係で大きな進展が

みられたにもかかわらず、不安感が存在します。なぜ

たわいもないようなサッカーのゲームをめぐり問題が

起きるのでしょうか。私が推測するところ、域内各国

における地理経済的な利害は急速に収れんしています

が、地政学的な利害関係は非常にまずいタイムワープ

の中でがんじがらめになっているように思います。 
  
世界は日本が隣国の北東アジアの国々と歴史問題で敵

対してきたことを知っています。最近、この問題は、

領土紛争や覇権をめぐってとはいいませんが、地域に

おける影響力行使という意味でのライバル関係が加わ

り混乱しています。 
 
ナショナリズムの台頭 
  
このような極端なナショナリズムが明らかに北東アジ

アにおいて再び頭をもたげつつあり、これが現在の日

中の政治関係を悪化させています。日中間の協力は、

台湾問題とか米国の役割をめぐる対外的な要因もあっ

て、今後困難であり続けるでしょう。 
  
こうした懸念すべき状況は、域内の小国にとってはと

りわけ問題です。特にビジネス環境が不透明性を増し、

地域やグローバルな問題に関して、東アジアの発言力

が弱まってきています。 
  
政治、安全保障上の紛争は、東アジアにおける既存の

力の均衡を脅かすことにもなるでしょう。域内で冷戦

が起きるとまではいいませんが、防衛費増額に傾くこ

とになるでしょう。軍拡競争は、長期的に経済成長や

域内の貧困削減の取り組みに対しても悪影響を及ぼし

ます。 
 
日本のＯＤＡは減少しつつありますが、域内にとって、

とりわけＡＳＥＡＮの新規加盟４カ国にとってこれか

らも必要です。 
 
北東アジアにおいて悪化しつつある政治関係をみれば、

東アジア共同体に向かって動いていくためには、単に

貿易と投資だけが拡大していればいいというわけでは

ないと悟ることになるでしょう。 
  
ＡＳＥＡＮは、こうしたことを十分認識していました。

それで２００３年にＡＳＥＡＮ経済共同体の創設を決

定したとき、同時に２０２０年までに安全保障共同体

と社会政治共同体もつくろうということを考えたわけ

です。外交政策と地域における取り組みにおいて、地

理経済学的な関心事と、地政学的、また安全保障上の

考慮というものをシンクロナイズして考えていこうと

いうことです。 
  
東アジアで経済統合化に向けた取り組みを実現するた

めには、単に政府とか各国の民間セクターがコミット

すればいいというものだけではなく、域内全体におけ

る平和的な状況がつくられる必要があります。 
  
ビジョンと政治的意志の不足 
欧州の経験に照らし合わせますと、モネとかシューマ

ンのようなビジョンを持ったリーダーたちが、経済の

地域的なアレンジメントから得られる経済的な利益よ

りも、さらにその先のことを考えていたということを

思い起こします。 
 
東アジアにおいて幅広い合意がみられる点があるとす

れば、欧州の例を手本として、そのまま踏襲すること

は非常に難しいだろうということです。 
  
というのは、文化的にも宗教的にも多様ですし、ロー

マ人とかシャルルマーニ大帝といったような、一つの

帝国のもとでのような政治統合が、アジアにはなかっ

たからです。そのような背景を持つＥＵでさえ、もち

ろんただ一つの合意で一夜にして実現したというもの

ではありません。多くの方が指摘するように、ＥＵは

多くの重要な節目を経て実現したわけです。 
 
つまりコモン・マーケットやＥＭＵをつくり、成長安
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定協定を締結し、さらには欧州中央銀行、欧州単一通

貨、欧州議会、欧州委員会、欧州憲法をつくってきた

わけです。真珠と同じように、ＥＵもまた技術的なア

レンジメントのいくつもの層をなしたうえでできあが

ったものです。そういったアレンジメントを制度化し

て誕生したわけです。 
 
欧州統合との違い 
当然、欧州と東アジアの統合プロセスには大きな違い

があります。欧州の場合には、いくつかの制度を確立

し、それが指針となって進んできたわけです。ところ

が、東アジアにおいては、これまで基本的に経済の分

野だけで、互いに市場の実勢というものを活用しなが

ら統合を進めてきたわけです。 
 
多国籍企業が域内において積極的に投資を行ってきた。

その大半は日本企業ですが、そうすることによって域

内の貿易が拡大してきたわけです。 
  
東アジアの場合にも、このようにいくつかの層をなし

て進めていくことはできますし、すでにある多元的な

アレンジメントが互いに絡み合って将来の土台になる

と思います。 
  
ただ重要な点で、欧州に比べて我々に欠けているもの

があります。それはフランスやドイツが持ったような、

ビジョンのあるリーダーの政治的な意志です。ヨーロ

ッパのアレンジメントにおいては、そのような支配的

な力が存在していたわけです。地域統合においてリー

ダーが果たす役割の重要性は強調しても強調しきれな

いと思います。米州統合の原動力となったのも、米国

という経済力、外交力、軍事力を持つ国が中心となっ

たからです。 
  
東アジアにおける問題は、域内の日中両大国の関係で

す。戦後のヨーロッパにおいて、フランス、ドイツが

担ったようなリーダーシップを果たせないというとこ

ろに問題があります。こういう状況ですので、東アジ

アではいろいろ工夫をしていかなくてはいけないと思

います。世界がいままで経験してきたことのない、全

く違った統合の道すじを考えていかなくてはいけませ

ん。 
 
ＡＳＥＡＮが東アジアの核 
東アジアにおいては、小国が運転席に座っているわけ

です。それゆえにＡＳＥＡＮ＋３といわれるのであっ

て、３＋ＡＳＥＡＮではないのです。ＡＳＥＡＮが東

アジアの核であり、その規範と創意において、不完全

であるかもしれませんが、東アジアというものの層を

つくりあげていくのだと思います。 
 
ＡＳＥＡＮ＋３のプロセスは、まさにそういった創意

工夫のひとつです。私は幸運にも直接この過程に接す

ることができ、知識を得ることもできました。すなわ

ち東アジアにおけるコンセンサス形成のためのメカニ

ズム、また半公式的な相互関係のパッチワークを、Ａ

ＳＥＡＮがうまくつくりだしたわけです。 
  
できあがったパッチワークを縫い合わせて、東アジア

共同体の完全なタペストリーにつくりあげていくとい

うことが、こんどのクアラルンプールでの東アジアサ

ミットの役割です。実はＡＳＥＡＮ＋３のプロセスも

９７年にクアラルンプールで始まっています。 
  
では、このサミットにおいて成果をあげることができ

るかどうか。私の短い答えはイエスです。私の長い答

えもやはりイエスです。ただし、もし当事者たちが達

成すべき作業に十分集中して、これから予測される長

い大変な道のりのことを、あまりにも早い段階で考え

てそれにとらわれることがなければ、という条件つき

ですが。 
  
域内のだれもが同意しているように、東アジアサミッ

ト（ＥＡＳ）はＡＳＥＡＮ＋３のプロセスよりもさら

に上の段階のものであり、そこでは東アジア共同体（Ｅ

ＡＣ）を築きあげるため、集中的に作業を行うことが

必要です。 
  
ただ、私がこういうふうに話をしている最中にも、サ

ミットの条件であるとか、形式についていろいろ難し

い議論が沸き起こっています。例えば、どの国が参加

すべきかとか。参加するとすれば、どういう資格で参

加すべきかとか。他方、ＥＡＳが今後、ＥＡＣを築き

あげるうえでの重要な政治的なステップとなるのなら

ば、想定できる加盟国はすべて初めの段階からサミッ

トに参加すべきだ、という議論もあります。 
  
日本の提案は２段階のアプローチです。ＡＳＥＡＮ＋

３の国々だけが参加するコア・セッションを設け、２

段階目として地域のパートナー、例えばインド、豪州、

ニュージーランド、米国などが参加する拡大セッショ

ンをつくるというものです。 
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私は、ＥＡＳがＥＡＣに直結すべきだというふうに思

っています。しかしながら創設の初期段階から、この

共同体に加わるすべての想定できるメンバーが、そこ

に入っている必要はないと考えています。といいます

のもＥＵもいま２５カ国からなっていますが、そもそ

も当初は６カ国だけだったわけです。しかも、その６

カ国の創設メンバーは将来的にＥＵを自分たちだけの

ものに制約するという考えではなかったわけです。 
  
東アジアにおいては、それぞれの参加者がお互いに居

心地のよいカンファートレベル、安心感を持つほうが

より生産的であると思っています。実際にＡＳＥＡＮ

の１０カ国と、北東アジアの３カ国との間には、こう

いったカンファートレベルが存在すると思います。 
  
重要なことは、今度の東アジアサミットにおいては、

１３カ国の首脳が参加し、東アジアが直面する問題に

ついて戦略的な議論ができ、しかも自分たちのものだ

といえるフォーラムを初めて持つことになるわけです。

北東アジアの３カ国は、これまではＡＳＥＡＮに付属

する形で参加していたのです。 
  
このサミットにおいては、東アジアに関する課題に集

中的に焦点を当てることが必要だと思います。もし取

り上げられる議題に、東アジアそのものに根本的につ

ながらないようなものを入れるようなことになれば、

役に立ちません。すなわち、ＡＰＥＣとかＡＲＦとか

国連とか、その他の場ですでに議論されているものを

入れるということはためにならないと思います。 
  
東アジアには、地域のパートナーとの間でいろいろ議

論すべき問題があるわけです。これらのパートナーに

とって、東アジアの存在そのものが極めて重要なわけ

です。したがって、ＥＡＳのプロセスから早期に成果

をあげるために、東アジアフォーラムというものを創

設することを、提案したいと思います。 
  
ＡＳＥＡＮ拡大外相会議を通じてＡＳＥＡＮの対話パ

ートナーシップから得られた経験は、今後ＥＡＳに参

加する事務方にとってはひとつの指針となるでしょう。

それはまた東アジアフォーラムに関する適切な条件や

形式を考えるうえでも役に立つと思います。 
 
安保協力機構の創設を 
これからＥＡＳの参加国問題がどういう形で展開して

いくかはともかく、すべての東アジアの地域パートナ

ーが参加して、ただちに行わなくてはいけない作業、

重要な課題というものがいくつかあります。 
 
私は、地域の安全保障及び先ほど申しあげた地政学的

な利害関係の収れんの必要性を指摘したいと思います。 
 
ＡＳＥＡＮは、決して他に脅威を与えるような存在で

はありません。それゆえに大国は東アジアにおける信

頼醸成活動の中心となるように、ＡＳＥＡＮというも

のを許容してきたわけです。 
  
９４年以降、ＡＳＥＡＮは北東アジアの国々に対して、

またアジア太平洋地域に利害関係を持つ他の国々に対

しても、ＡＲＦ（ＡＳＥＡＮ地域フォーラム）を通し

て、政治的な問題であるとか安全保障上の協力の見通

しなどを議論する場を提供してきました。 
  
いまやＡＲＦにはＥＵとか米国とか、北朝鮮さえ入っ

ています。域内、域外の重要な国々が入っているわけ

です。 
  
私の提案は、このＡＲＦをさらに工夫し、そして変容

させ、東アジアにおける安全保障協力機構というもの

に進めていけばどうかというものです。 
  
この機構において、東アジア地域のパートナー、特に

米国などが当初から完全に参加すべきだと思っており

ます。域内の個々の国々が繁栄し、今後も発展し続け

れば、東アジアも、そのポテンシャルを完全に満たす

ような伸長が可能になると思います。 
 
しかし、そのためには、西太平洋地域における安定性

が確保される必要があります。この安定性を確保する

ためには、米国及びその他の大国が完全に関与し、参

加することが重要です。 
 
結局は、アメリカの核の傘なしには、より不気味なた

ぐいの競争が、より不安定で興奮しやすい国家リーダ

ーの下で行われ、より危険な地域となっていたと思わ

れます。 
  
この問題では欧州の歴史から学ぶことができます。例

えば、欧州安全保障協力会議（ＣＳＣＥ）、いまや欧州

安全保障協力機構（ＯＳＣＥ）になりましたが、これ

もＡＲＦのようにひとつのプロセスとしてスタートし

ました。この機構は、コンセンサスを中心に物事が決
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まり、域内外のメンバーが、自分たちが合意し定義し

た原則、規範などに基づいて行動し、運営されていま

す。 
 
しかしながら、９０年に東欧において大半の共産政権

が崩壊した後に、ＣＳＣＥは新ヨーロッパのためのパ

リ憲章に署名しました。この中で、プラハに初めて常

駐の事務局を、ウイーンに紛争解決のためのセンター、

ワルシャワに選挙監視事務所を設けました。 
  
同じような機構は、決してＡＲＦの手の届かないとこ

ろにあるわけではないと思います。すなわち、予防外

交とか、紛争解決に積極的に関与する機関に進化させ

ていくことができると思います。 
  
もうひとつ、欧州の経験から学べることは、軍事的な

同盟関係ＮＡＴＯでして、その最高司令官は、ヨーロ

ッパの国籍を持っている人でさえないわけです。 
  
東アジアにおいては、ＮＡＴＯのようなグルーピング

はありませんが、特に米国などを含む域内外の国々と

の間に、重要な軍事的同盟関係が存在しています。こ

のような同盟関係が、東アジア共同体の将来において

も、平和、安全保障を維持するうえで重要な貢献をす

ると思います。 
 
フィリピンと米国の間では、９１年に米軍基地が閉鎖

された後でさえ、相互防衛条約が完全に履行されてい

ます。 
  
９５年当時、私がフィリピンの外務大臣だったころで

すが、この条約のもとでの軍事演習を実施するために

は、法的な枠組みも必要だということに気づきました。 
  
それで、フィリピンと米国の間において、９８年に双

方の軍が訪問し合えるようなビジッティング・フォー

ス・アグリーメント（訪問兵士協定）を締結したわけ

です。これが９９年に批准され、大規模演習が両国の

協力のもとで継続できるようになりました。 
 
なるべく早期に、域内における安全保障分野の実質的

な前進がみられることが極めて重要だと思っています。

例えば、互いに領有権を争っている水域における石油

やガスの開発において、何か問題が起きればどうなる

でしょうか。 
 

海軍関連の施設を巻き込むような事故が起きた場合に、

果たしてそれぞれの側が、そのまずい状況がさらに悪

化するのを防ぐような仕組みをしっかりそなえていて、

コントロールできるといいきれるでしょうか。 
 
エネルギーでの各国間協力体制 
エネルギーの重要性は、経済及び環境的な配慮を超え

て、戦略的な利害関係にまで及びます。しかし、もし

エネルギーが紛争の源となり得ることがあるとすれば、

また逆にエネルギーを通して、多国間の協力体制も築

きあげることができると思います。例えば欧州石炭鉄

鋼共同体は、エネルギーを域内の統合のためのはずみ

として使ったわけです。 
  
この地域が予測されているように今世紀中に、過去に

例をみない経済成長センターになるのであれば、東ア

ジアのエネルギー需要は当然増大します。 
  
そこで、東アジアエネルギー共同体を創設し、石油や

天然ガスの共同探鉱開発であるとか、共通の戦略的な

エネルギー備蓄施設を設けるとか、省エネのための協

力、シーレーンの保護を担保することなども考えられ

ます。 
  
これからも日中両国のエネルギー需要は伸びていくの

で、これが両国が協力できる最も重要な分野だと思い

ます。 
 
ＡＳＩＡＴＯＭ構想 
中国において、石油依存度を下げるために、原子力発

電所を新たに建設する計画が存在しています。同時に

これは京都議定書にも影響を及ぼすわけです。日中両

国が排出権取引で幅広く協力することができるかもし

れませんし、そうなると日本も平沼イニシアチブ（ア

ジア地域におけるエネルギーの安定確保を目指す包括

的対策。２００２年、ＡＳＥＡＮ＋３エネルギー閣僚

会議で、平沼経産相が提唱した）を再度取りあげ、実

施に移せるかもしれません。 
  
もうひとつの協力の場として、ＡＳＩＡＴＯＭ、アジ

ア原子力エネルギー機構が考えられます。これにはロ

シア、北朝鮮、台湾なども含めることができましょう。 
  
ＥＵＲＡＴＯＭにならって加盟国の査察官が相互に査

察を行うという方法をとり、そうすることによって核

不拡散条約およびＩＡＥＡのグローバルシステムを補
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完をすることができます。 
 
また、各国の核燃料サイクルセンターを地域的なもの

にできれば、施設を維持するうえでの経済コストが削

減され、核拡散に対してのより確かな安全措置ともな

るでしょう。またＡＳＩＡＴＯＭは厳格な安全基準を、

核燃料サイクルのあらゆる段階で適用することを担保

できると思います。そうすれば、いまや北東アジアに

おいて差し迫った問題となっている核廃棄物の処分、

管理にかかわる問題にも対応することができます。 
  
個々の国が個別に廃棄物を処理、処分し、管理するの

では、なかなか隣国の不安感をとりのぞけません。使

用済み核燃料や廃棄物の処分、管理をサブリージョナ

ルなアプローチを通して行う必要があります。 
  
さて、みなさん、東アジア共同体創設というのは、非

常に困難な取り組みです。しかし過去にしがみついた

り、現状維持では問題の解決はできません。各国国内

において強い抵抗に直面するかもしれませんが、やは

り調整が必要だと思います。 
  
複雑な歴史問題の傷口がふさがっていない北東アジア

においてそれは特に必要です。事実、こういった困難

性が予測されるからこそ、我々は地域の共同体に多く

の信頼を寄せているわけです。そうすることによって

一、二世代の間に、我々は過去の亡霊を払拭できると

思っています。 
  
これを実現するために、痛みを伴わないでというわけ

にはいきません。我々の共通の将来に向けてお互いの

運命は結びついていると考えれば、必要な時期に、必

要な政治的な意志を動員できると思います。そのため

には、我々は運命を共有しているのだということを意

識する必要があると思います。 
  
日本人は、例えば、常に自分は日本人だと考えて行動

するでしょう。もし、域内の隣国と自分の利害が密接

不可分につながっているんだということを認識すれば、

東アジア人として行動し始めることも可能だと思いま

す。 
  
運命を共有していくためには、制度が必要になります。

域内協力のために、一部の分野においては既存の制度

がありますから、これをさらに改良し、再編成してい

くことができると思います。その他の分野においては、

あらたに制度をつくる必要があります。 
 
私が提案しましたメカニズムとか制度というもの、こ

れだけがすべてというわけではありませんが、とりあ

えず申しあげたことから始める必要があります。とに

かく作業に手をつけていかなければいけないと思いま

す。 
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